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市街地タイプ別における連続立体交差事業 
の効果に関する研究 
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This study aims to predict the effects of continuous grade separation project in urban areas that’ll be 
conducted in the future. As a result, the effects of the project were found that integration of the city will not 
necessarily. In some cases, the main district of the station will be developed further. According to the analysis of 
land prices, it was found that land prices depend on the region use rather than the distance from the station. In 
the project district, it was found that the change of the population can be seen after facing a switch from an 
elevated, and that the change of land price can be seen before switching from an elevated. From now on, the 
project can proceed based on the predicted effects of each group which were classified urban areas.  
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１． はじめに 
昭和期から実施されている連続立体交差事業は，踏切
の解消と街の分断化の解消を主な目的として進められ
てきている．全国にそれらの問題を抱えている市街地は
多く存在しているが，実施される優先順位は不明瞭であ
るのが現状である．事業に付随して面的整備も行われ，
街の顔ともいえる駅舎をリニューアルすることからも，
街の活性化のよい契機となり，全国中の公共団体が事業
の認可を求めている．また，今後も尐子高齢化やモータ
リゼーションが進む日本にとって，駅を中心としたまち
づくりを推進する連続立体交差事業は，行政の施策とし
て最も重要な事業の一つだということができる． 
都市計画学の観点からの連続立体交差事業について
の研究としては，「鉄道高架下空間の研究」，「事業の
評価に関する研究」，「事業が街に与える効果に関する
研究」などが挙げられるが，十分に行われてきたとは言
い難い．その中でも本研究では，事業が街に与える効果
に注目することとし，街の分断化の解消に関しての分析
を行うこととした．当事業は都心部では踏切問題，地方
では街の分断化が顕著な問題であるため，地方部を対象
とし，地上を走る鉄道を境界として生じる駅表地区と駅
裏地区について注視して研究をすることとした． 
これまでにも多くの連続立体交差事業が行われてき
たが，踏切問題は確実に解消される中，街の分断化の問
題に関しては解消しきれているのかが確かではない都
市が存在している．事業を行う公共団体，鉄道事業者，
そして民間企業や住民としては明確に事業効果の予測
をつけるのは容易ではないという現状がある．そこで事
業を行う都市として本当にふさわしいのか，事業前後で
どれほどの変化を与えるかを見極めるため，これまでに
行われてきた事業がどのような効果を街に及ぼしたの
かを調べていく．また事業を行う市街地の要素，特に鉄
道と市街地との位置関係に注目して分析を行う．全国の
市街地の性質をつかみ，分析による事業効果の推測をお
こなっていく．最終的にこの研究が，今後行われる事業
の効果を推測する際の資料の一つになると考えている． 
 
２． 研究方法 
本研究ではまず今後連立事業が行われるのであろう
全国の市街地を人口集中地区より選定する．選定された
66 都市において，①市街地と鉄道の位置関係，②市街地
規模，③都市圏，④駅表裏の差についての指標により，
66 都市を類型化する． 
次に既に行われている連立事業の中から対象とする
事業を 11 選定し，その事業が街にどのような変化を与
えたかの分析を行う．町丁目単位で行うために人口と地
価を用いて行うこととする．それぞれの指標が事業の高
架切替を境にどのように変化したかをみることで，都市
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化や駅裏地区の解消などの効果を見出していく． 
最後に類型化した市街地において，もしも連立事業を
行った時にどのような効果を街に与えるのかを推測す
る．方法として，類型化した市街地のグループにおいて，
対象とした連立都市がある場合，そのグループの市街地
では同等の事業効果が期待できるというものである．な
おその際に市街地の主要都市か否かを考慮し，グループ
内の市街地をさらに二分割して考えることとする． 
 
３．対象連立都市の選定 
図 1 に平成 23 年度までの事業済の駅の分布と都道府
県別のボトルネック踏切の図を示す．図から三大都市圏
においてボトルネック踏切の数が多いのが見てとれる．
都市機能上，市街地の中に線路を設けなくてはならなか
ったのと，市街地の拡大により踏切ができたものだと考
えられる．また事業の目的上，ボトルネック踏切が多い
地域で事業が進んでいる． 
本研究ではもう一つの事業の大きな目的である街の
分断化に注目するため，三大都市圏を除いた地域より対
象連立事例を選定した．その結果図 2 のように，札幌，
新琴似，帯広，仙台，福井，足利市，遠州病院前，水島，
高知，西鉄香椎，花畑の１１駅となった． 
 
 
図 1 事業済駅の分布と都道府県別ボトルネック踏切 
 
図 2 対象連立地区分布図 
 
４．市街地の類型化 
（１）対象市街地の選定 
今後各都市で議論される連立事業の効果を推測する
ため，まず全国における市街地の類型化を行う．国土交
通省国土地理院の地球地図データにある，人口集中地区
レイヤーの「Built-up Area」（都市域，市街地の意）を
市街地として考える．その中から三大都市圏（首都圏，
中京圏，近畿圏）を除いた 66 都市（66 市町村）を対象
とした．これらの市の中心駅では駅の構造形態は高架式，
橋上式，地上式など様々であるが，高架式の駅であって
も周辺の駅ではまだ高架されていない駅も多々ある．な
お，表 1 の色がついた都市は対象となった連立対象事例
のある都市である． 
 
表 1 対象市街地 
北海道地方 東北地方 関東地方 中部地方 四国地方 中国地方 九州地方
帯広 青森 足利 新潟 今治 山口 福岡
苫小牧 仙台 日立 岡谷 高松 広島 北九州
札幌 酒田 高崎 高岡 高知 鳥取 別府
小樽 秋田 水戸 静岡 松山 下関 延岡
釧路 福島 前橋 松本 徳島 呉 佐賀
函館 郡山 宇都宮 沼津 新居浜 福山 熊本
室蘭 弘前 長岡 松江 鹿児島
旭川 金沢 福井 宇部 唐津
盛岡 甲府 岡山 久留米
山形 浜松 倉敷 大分
長野 宮崎
富山 大牟田
長崎
佐世保  
 
（２）市街地と鉄道の位置関係 
市街地と鉄道の位置関係により分類を行う．各市街地
においての中心駅を選定し，その中心駅の近隣に，駅表
裏に影響を与えるのであろう鉄道網がいくつあるかに
よって分類する．中心駅を通過する鉄道のみはタイプ A
（図 3），近隣域に 2 線以上の鉄道網が存在するものはタ
イプ B（図 4）とする． 
 
 
図 3 タイプ A       図 4 タイプ B 
 
タイプ A の市街地は駅表裏が明確な地域が多い．その
ため，高架すると駅表裏の均質化が期待できる．都市の
空洞化の問題がある中，他の地域ほど人口，地価ともに
減尐幅が尐なく，特に駅裏での都市化が予想される． 
タイプ B は他の鉄道による影響が大きいため駅表裏が
判別されにくい．そのため今回の分析では変化が様々で
あり，位置関係のみでは断言できない．ただターミナル
駅であるため大都市であるケースが多く，駅周辺の市街
地の活性化により地価の一体的上昇が予想される． 
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表 2 市街地の鉄道数による分類 
今治 小樽 秋田 日立 旭川 札幌 松本 福井
甲府 松江 新居浜 福山 倉敷 鹿児島 沼津 福岡
佐賀 静岡 青森 別府 久留米 金沢 盛岡 北九州
佐世保 帯広 下関 広島 新潟 仙台
宮崎 大牟田 長野 弘前 水戸 足利
山形 長岡 徳島 高岡 前橋 大分
山口 長崎 岡谷 高崎 宇都宮 浜松
延岡 宇部 鳥取 高松 岡山 福島
釧路 郡山 唐津 高知 熊本 函館
呉 酒田 苫小牧 室蘭 松山 富山
 タイプA（３３カ所） タイプB（３３カ所）
 
 
次に，鉄道が市街地のどれ程中心部を走っているのか
を測定する．図 5 に示す通り， DID（人口集中地区）の
重心点を市街地の中心とし，最寄りの鉄道までの最短距
離を求める．またそのときの距離を「重心線路距離」と
し，これを指標として分析を行う．尚この時の DID は公
共交通利用が中心となっていてコンパクトな街であっ
たたとされる，昭和 45年度のDIDを用いることとする． 
各市街地で求めた重心線路距離の平均値 471m を境界
に平均以下をタイプX，平均以上をタイプYとして扱う．
それぞれ該当都市をみると，やはりターミナル都市であ
ったり，大都市であったりするほど値は低く，地方の都
市ほど高い値を示す．しかしそのような値に関わらず，
高架されている駅は存在する． 
 
 
図 5 重心線路距離の説明 
 
（３）市街地規模による類型化 
市街地の規模による類型化を行う．使用する指標とし
て，平成 17 年度の国勢調査より DID 人口密度・小売業
年間販売額を用いる．図 6 に市街地規模による散布図を
示す．横軸に市街地の居住指標として DID 人口密度〔人
／ｋ㎡〕，縦軸に経済指標として対象となる市の年間小
売業販売額〔億円〕を用いた．また各値の平均値をとり，
平均値を軸として第 1 象限から第 4 象限までそれぞれに
属する市街地をタイプ①～④に分類した． 
表 3 に市街地の規模による分類の表を示す．赤字は対
象連立事例がある都市である．タイプ①やタイプ②に三
大都市圏外の大都市が所属している．五大都市圏や七大
都市圏といった都市圏の都市はここに該当する． 
 
 
図 6 市街地規模散布図 
 
表 3 市街地規模による分類 
タイプ②（６カ所）
仙台 福山 浜松 秋田 佐賀 長野 函館 久留米
松山 岡山 大分 室蘭 前橋 徳島 佐世保 鳥取
福岡 鹿児島 富山 福島 宮崎 水戸 盛岡 福井
北九州 宇都宮 山口 郡山 新居浜 甲府 呉
札幌 高松 松本 釧路 宇部 山形 高知
金沢 倉敷 酒田 高崎 延岡 小樽 今治
新潟 大牟田 旭川 高岡 青森 別府
熊本 日立 下関 松江 長崎
広島 岡谷 弘前 帯広 長岡
静岡 唐津 沼津 苫小牧 足利
タイプ①（１３カ所） タイプ③（２０カ所） タイプ④（２７カ所）
 
 
（４）都市圏による類型化 
各市街地は周辺に大きな市街地があるか否かでも特
性が異なる．そこで，指標として「都市圏」を用いるこ
ととする．総務省が定めている都市圏は大都市圏と都市
圏（中心市が 50 万人以上）の二つがある．そこで大都
市圏と都市圏を含めた二つの中心市，その周囲の周辺市
町村，そして都市圏外と 3 つに分類することとした． 
 都市圏内の都市で事業を行うと，周辺地区の居住人口
が増加することが予想される．通勤のための居住地とし
ての利便性が増すからである．逆に都市圏外では移住者
は尐ないことが予想され，もともと住んでいた人の利便
性を上げることや，交通問題の解消を目的にしているも
のとみられる． 
 
表 4 都市圏による分類 
タイプβ （３カ所）
岡山 熊本 倉敷 青森 高松 高岡 帯広 下関
鹿児島 松山 長岡 弘前 前橋 長野 釧路 宇部
静岡 宇都宮 久留米 秋田 高崎 松本 室蘭 山口
浜松 金沢 高知 福山 小樽 甲府
新潟 水戸 佐賀 呉 函館 佐世保
広島 日立 沼津 福井 苫小牧 長崎
北九州 盛岡 松江 大牟田 宮崎 別府
福岡 今治 徳島 郡山 延岡 唐津
札幌 新居浜 鳥取 福島 酒田 足利
仙台 大分 富山 旭川 山形 岡谷
タイプγ （５０カ所）タイプα （１３カ所）
 
 
（５）駅表と駅裏の差による類型化 
駅周辺地区は鉄道線路を境に駅表と駅裏に街の分断
化が生じる．駅表には商業地，駅裏には住宅地が広がる
ケースが多い．それにより駅表裏での地価に差が生じる．
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一般論として高架切替前では駅表が高く，切り替え後時
間が経過するにつれて，駅表裏の分断化が解消され地価
が均一化されるといわれている．そこで現在の駅表と駅
裏の平均地価の比を求め，市街地を類型化していく． 
 対象市街地の中心駅から半径 1000m のバッファをと
り，その範囲の平均地価を駅表と駅裏でそれぞれ求める．
各市街地における駅表／駅裏地価比を求め，以下の図 7
に示す．また駅表／駅裏の平均値より小さいものをタイ
プ L，格差が大きいものをタイプ H とする．駅表裏地価
比が 2.0 を超える値を示すような分断化された都市もあ
れば，駅表裏地価比がほぼ 1.0 のような一体化されてい
る都市も存在している． 
 
 
図 7 駅表裏地価比 
 
表 5 駅表裏格差による分類 
室蘭 北九州 沼津 釧路 富山 佐世保 青森
苫小牧 酒田 呉 帯広 山口 宮崎 熊本
宇部 前橋 大牟田 鹿児島 浜松 長崎 郡山
宇都宮 岡谷 函館 下関 福山 松山 小樽
足利 松江 日立 高知 新潟 松本 静岡
高岡 今治 甲府 金沢 福井 盛岡
高崎 唐津 岡山 徳島 新居浜 広島
弘前 水戸 延岡 仙台 大分 旭川
鳥取 別府 福岡 長岡 山形 高松
福島 佐賀 秋田 倉敷 長野 札幌
久留米
タイプH（２５カ所）タイプL（４１カ所）
 
 
５．対象連立事例都市における事業効果傾向 
（１）人口からみた事業効果分析 
対象都市においての事業効果を分析する．まず連立事
業による駅周辺の居住人口の動態をみる．対象とした連
立事業から中心駅を選定し，その中心駅より 1000m のバ
ッファをとる．図 8 のようにそのバッファに一部でも重
なる町丁目を対象とする． 
対象町丁目において，対象とする連立の線路を境に駅
表地区，駅裏地区とし，人口総数の推移と駅周辺地区に
対する駅表裏各地区の人口割合をみていく．分析する時
系列として，国勢調査による町丁目単位の居住人口のデ
ータを用いることとし，データを回収できた昭和 60 年
から平成 22 年（データ不十分の都市あり）を対象とす
る．福井駅を例として，棒グラフに地区人口数，折れ線
グラフを人口割合，縦に高架切替年度の線を引いた図を
図 8 に示す．また居住人口数の減尐を都市化の一過程と
解釈して考える． 
 
 
図 8 対象町丁目の選定（例：福井駅） 
 
図 9 は福井の例だが，高架切替を迎えるにつれて駅表
と駅裏の居住人口の割合が均一化されていくことがみ
てとれる．また当地域では駅周辺で人口が減尐しており，
その減尐は駅表で起きている．これは駅表地区で面整備
がおこなわれて，都市化が進んだものだと考えられる．
以上のように駅周辺 1km 圏の人口推移について，対象と
する連立事例都市である 11 都市で分析を行っていく． 
 
 
図 9 駅周辺地区居住人口割合の推移（福井） 
 
（２）地価からみた事業効果 
地価動態を分析するために，対象都市の中心駅より引
いた 1000m のバッファ内にある地価点を用いる．このと
きの地価は国土交通省による公示地価と都道府県によ
る都道府県地価を合わせたものを用いることとする．地
価点の用途地域を住居系，商業系，工業系，その他とし，
昭和 58 年より平成 23 年までの推移をみる．図 10 に示
す用途別地価推移は三大都市圏を除いた全国地価平均
である． 
昭和の終わりから平成の初めにかけてのバブル期が
読み取れる．バブル期において，都市計画区域の中で商
業地域の増加率が群を抜いている．その反面バブル期後
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の減尐も他地域に比べて大きく下落している． 
 図 11 は，横軸に駅からの距離，縦軸に地価をとった
散布図である．駅に近い商業地域は地価が高いのはわか
るが，500m 以上離れた商業地域でも地価は高い値を示
している．つまり，駅からの距離というよりは，用途地
域に対して地価は関与しているといえる． 
 
 
図 10 三大都市圏外全国用途別平均地価 
 
 
図 11 駅からの距離と地価の関係 
 
図 12 には福井を例として，高架切替を境に 5 年おき
にとった駅表裏地区における対全国地価比の推移であ
る．対象地域内の駅表地価，駅裏地価，駅表平均地価，
駅裏平均地価を示している．なお対全国地価比は対象地
価をその当時の三大都市圏外用途別地価で除した値で
ある．高架切替を行う前から駅表裏の地価の差は縮小し
ている．これは事業が認可され，土地のポテンシャルを
考えて事業前から期待が高まった表れである． 
図 13 には横軸に駅からの距離をとり，0m を軸にプラ
スを駅表，マイナスを駅裏とし，縦軸は対全国地価比を
とったものである．高架切替前では駅近くで駅表裏の差
がみられる．高架 5 年後では駅表地区の地価比の減尐が
進み，駅裏地区は地価比があまり下落していない．これ
は都市の空洞化が進む地方都市において，地価の減尐を
軽減したとして考えられる．そして事業による駅裏地区
の解消が発生した結果である． 
 
図 12 駅表裏地区における対全国地価比の推移 
 
 
図 13 駅からの距離と対全国地価比の関係 
 
対象とした連立事例を人口，地価により分析した．駅
周辺では各都市でそれぞれの変化パターンがみられた．
その変化をもとに，各都市の事業が市街地にどのように
影響を及ぼしたのかを以下のように総合的に評価した．
なお市街地活性化は駅周辺全体での人口や地価が増加
したもので，駅表の表出とは元々駅周辺の表裏に地価の
差がなく事業後に差が発生したしたものとしている． 
 
表 6 事業効果による都市の類型化 
事業効果 対象都市
市街地活性化 仙台、水島、花畑
駅裏の解消 帯広、福井、足利市、西鉄香椎
駅表の拡大 新琴似
駅表の表出 札幌、遠州病院前
効果未検出 高知  
 
６．傾向からみる今後の事業効果の推測 
対象とした全国の市街地をそれぞれの指標で類型化
した．表 7 に対象とした 66 都市において完全にタイプ
が一致した都市を分類した表を示す．対象連立都市と同
じタイプの市街地で連立事業を行えば，同じような人口
推移，地価推移の効果が見込めると考えるとする．また
その際に市の主要駅か否ということを考慮する． 
TYPE2，3 の市街地のように地方の大都市では駅表の
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拡大や市街地の活性化が期待できる．また，その他の市
街地では駅裏の解消が期待できる結果となった． 
 
表 7 タイプ別市街地の類型化 
TYPE1 TYPE2 TYPE3 TYPE4 TYPE5
帯広 仙台 札幌 高知 福井
延岡 福岡 熊本 足利 盛岡
呉 岡山 広島 高岡
今治 鹿児島 松山 函館
松江 北九州
徳島  
 
表 8 総合タイプ別事業効果 
タイプ番号 駅の種類 連立事例 人口 地価 事業効果
主要駅 帯広駅（帯広市） 安定 差は縮小 駅裏解消
主要駅以外
主要駅 仙台駅（仙台市） 増加、差は縮小 差は縮小 市街地活性化
主要駅以外 西鉄香椎（福岡市） 駅裏解消 差は縮小 駅裏解消
主要駅 札幌駅（札幌市） 増加、差は縮小 差は拡大 市街地活性化
主要駅以外 新琴似駅（札幌市） 駅表減少 差は縮小 駅表の拡大
主要駅
主要駅以外 東武足利市駅（足利市） 駅表減少、差は縮小 変化なし 駅裏解消
主要駅 福井駅（福井市） 駅表減少、差は縮小 差は縮小 駅裏解消
主要駅以外
TYPE1
TYPE2
TYPE3
TYPE4
TYPE5
 
 
前に求めた市街地の指標とそれをタイプ別に分けた
ものでクラスター分析を行う．量的データとして，①小
売業年間販売額，②DID 人口密度，③重心線路距離，④
駅表裏地価比の 4 つを用いる．以上より分析を行った結
果，以下のように分類された．  
5 つのクラスターそれぞれに対象とした連立都市が含
まれた．各クラスターの都市でもしも連立事業を行った
場合，対象連立と同等の事業効果があるとして推測した． 
  
表 9 クラスター分析の結果 
クラスター３ クラスター４ クラスター５
下関 久留米 宇部 帯広 静岡 広島 札幌
宮崎 金沢 延岡 大牟田 岡山 仙台 福岡
郡山 高崎 岡谷 鳥取 熊本
佐賀 高松 釧路 唐津 新潟
佐世保 高知 呉 苫小牧 浜松
山形 鹿児島 甲府 日立 北九州
秋田 松山 今治 別府
青森 松本 山口 弘前
長岡 水戸 酒田 高岡
長崎 盛岡 小樽 室蘭
長野 前橋 松江 沼津
徳島 大分 新居浜 足利
福山 函館
倉敷 富山
旭川 福井
宇都宮 福島
クラスター１ クラスター２
 
 
表 10 各クラスターにおける事業効果 
クラスター 駅の種類 連立事例 人口 地価 事業効果
主要駅 花畑（久留米市），福井（福井市） 駅表減少、差は縮小差は縮小 駅裏解消
主要駅以外 水島（倉敷市） 駅表減少 差は縮小 市街地活性化
主要駅 帯広（帯広市） 安定 差は縮小 駅裏解消
主要駅以外 足利市（足利市） 駅表減少、差は縮小 変化なし 駅裏解消
主要駅 なし
主要駅以外 遠州病院前（浜松市） 安定 差は拡大 駅表の表出
主要駅 仙台（仙台市） 増加、差は縮小 差は縮小 市街地活性化
主要駅以外 なし
主要駅 札幌（札幌市） 増加、差は縮小 差は拡大 市街地活性化
主要駅以外 西鉄香椎（福岡市）、新琴似（札幌市） 駅表減少 差は縮小 駅表拡大・駅裏解消
クラスター１
クラスター２
クラスター３
クラスター４
クラスター５
 
７．結論 
本研究により得られた成果を以下に示す． 
①都市計画区域では駅周辺の駅表に商業地域が広く指
定されているが，駅から 500m 以上離れた商業地域でも
地価が高いことが分かり，駅からの距離ではなく用途地
域の方が地価に与える要因が大きいことが分かる． 
②連立事業を行うことにより，駅表と駅裏の地価は上昇
すると考えられていたが，バブル期後で分析を行うとや
はり空洞化による地価の下落は避けられないことが分
かった．ただ，周辺の事業を行っていない都市と比較し
て減尐率は抑えることができる． 
③人口と地価の分析により，連立事業が市街地に与える
効果は必ずしも市街地の一体化に結びつくわけではな
い．市街地のステータスにより期待する効果は異なる．
浜松のように駅表が更に発展するケースも存在する． 
④人口の変動は高架切替を迎えてから，地価の変動は高
架切替を行う前から変化がみられることが分かった．高
知の例では平成 20 年に高架を迎えてからまだ浅いため
人口による変化はまだみられないが，地価には変化がみ
られる． 
⑤市街地規模が大きな市では事業効果として人口増加
もしくは人口減尐率を下げる効果が期待でき，主要駅以
外では駅表地区の表出・拡大が見込める．また多くの地
方の市街地では駅裏の解消の効果が期待できる． 
主な今後の課題として以下の 2 点が挙げられる． 
①今回は高架切替を境としてデータを見てきたが，事例
によって関連事業の時期が異なる．また，中心都市から
半径 1000ｍの人口を見たが，町丁目の位置によって対象
面積が異なってしまう． 
②地価データを用いた分析では，事業が行われたのがバ
ブル期の前後によって地価の変動が変わる．その時期の
三大都市圏外の用途別全国地価平均で除したものの，札
幌や福岡などの大都市や他の地方都市の格差によって
景気の要素を除外することの精度が多尐足りなかった．
解決策としては，対象とする連立事例を同じ年度と事業
期間のものでやれば精度が上がると考えている． 
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